
１．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却について

固定資産の減価償却は、次の方式を採用している。

有形資産 …………　　定額法によっている。

無形資産 …………　　定額法によっている。

リース資産 …………　　リース期間定額法によっている。

　　（２）引当金の計上基準

・ 職員退職給付引当金

・ 賞与引当金

　　（３）消費税等の会計処理について

・ 消費税等の会計処理は、税込方式により行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

1） 基本財産はない。

2） 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位:円）

当期減少額 当期末残高

4,915,798 44,577,201

機能保証基金 396,522 7,099,316

5,940,000 48,560,000

8,000,000 0

19,252,320 100,236,517

(注)　＊退職給付引当資産の減少は、退職金の支払いによる。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位:円）

0 (44,577,201)

(7,099,316) 0

(48,560,000) 0

(55,659,316) (44,577,201)

財務諸表に対する注記

　なお、会計基準変更時差異については、5年の定額法に基づき費用計上している。

　職員に対する賞与の支給に備えるために、当期に帰属する期間の支給見込み額を
計上している。

　職員に対する退職給付金の支給に備えるため、退職金規定に基づく期末要支給額から
中小企業退職金共済の積立金を控除した金額を計上している。

前期末残高科　目

退職給付引当資産

水質検査機器引当資産

当期増加額

4,804,416

504,600

18,500,000

0

資産取得引当資産

44,688,583

6,991,238

36,000,000

23,809,016

　     ＊水質検査機器引当資産の減少は、法定検査水質分析機器（公１）取得の支払いによる。

8,000,000

95,679,821合　　計

　     ＊資産取得引当資産の増加は、検査業務（公1）の水質検査機器の買換え及び取得

のため積立する。

　     ＊資産取得引当資産の減少は、検査業務（公1）の事務機器買換えの支払いによる。

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科　目 当期末残高
（うち正味財産から

の充当額）

0

0

0

0

退職給付引当資産

機能保証基金

資産取得引当資産

合　　計

44,577,201

7,099,316

48,560,000

100,236,517



４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

（単位:円）

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

150,296,020 26,833,068 123,462,952

59,294,769 36,975,972 22,318,797

13,865,783 10,846,282 3,019,501

77,765,616 33,354,645 44,410,971

41,824,834 19,146,134 22,678,700

2,495,988 1,663,992 831,996

345,543,010 128,820,093 216,722,917

５．引当金の明細

（単位:円）

目的使用 その他

賞与引当金 11,005,000 10,761,000 11,005,000 0 10,761,000

退職給付引当金 44,688,583 4,804,416 4,915,798 0 44,577,201

６．関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

附　属　明　細　書

1　基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記２．に記載しているため、省略する。

2　引当金の明細

財務諸表に対する注記５．に記載しているため、省略する。

合　　計

建　　　物

建物附属設備

構 築 物

リース資産

一括償却資産

什器備品

期首残高 当期末残高科目

科　目

当期増加額
当期減少額


